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○

合計（Ａ） 1,032 合計（Ｂ） 1,092

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 60

主な
理由

保育所運営法人の選定に係る外部委員報酬が増加したため

令
和
元
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

217

使用料及び賃
借料

コピー使用料
300 需用費

消耗品費、食糧費
505

令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

負担金補助及
び交付金

研修負担金
10

使用料及び賃
借料

コピー使用料
300

負担金補助及
び交付金

研修負担金
10

02当初予算 0 0

0.80

1.70

10,482

10,542

需用費
消耗品費等、食糧費

505 旅費

0

内容

厚労省協議旅費、近接地旅費

10,542

内容 金額

旅費
厚労省協議旅費、近接地旅費

217 報償費
選定委員会外部委員報酬

60

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0.90

0.00

30決算 0 0 0 8,669

01当初予算 0 0 0 10,482

令和元年度
人員配置（人）

正規

再任用

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
待機児童解消に向け、施設の整備等をおこなうための体制を構築・維持する。

事
業
内
容

待機児童解消にむけた情報収集、連絡調整、施設の整備等の待機児童対策をおこなう。

成果指標
指標名 考え方・定義・式

1-4 子育て環境の充実
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、児童福祉法事業 児童福祉一般事務事業

施策分野
1 健康・福祉分野

事務事業名
児童福祉一般事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150300000-001

予算所管課 こども局待機児童緊急対策室
連絡先 (078)918-5267

令和２年度 予算事業説明シート

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計0.00

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

569

1,032

1,092

8,100

9,450

9,450

8,669 0.00

目標年次 単位 目標値

待機児童数
待機児童数が令和2年1月現在923人であるが、令和3年4月にむけ待
機児童数ゼロを目指す。

令和3年4月1日 人 0人

SDGs（１７の目標）　
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

○ ○ ○ ○

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰
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○

○

合計（Ａ） 133,506 合計（Ｂ） 31,707

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -101,799

主な
理由

保育ルームの施設数が減少したことによる

保育ルーム使用料
3,538

内容 金額

委託料
保育ルーム運営委託料

130,000 委託料
保育ルーム運営委託料

28,169令
和
元
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

使用料及び賃
借料

保育ルーム使用料
3,506

使用料及び賃
借料

3,000 16,437 任期付 0.00 合計 0.6002当初予算 31,707 4,860 36,567 17,130 0

43,680 27,148 再任用 0.00 その他 0.0001当初予算 133,506 4,860 138,366 67,538 0

3,323 26,617 正規 0.60 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0030決算 50,119 4,860 54,979 25039 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和元年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

「あかし保育ルーム」の整備運営または補助を行う。
平成29年度　　公共施設利用型（あかしこども広場　にこにこ保育ルーム）　   1か所
                       私立保育所利用型　2か所

平成30年度　　公共施設等利用型　　 2か所

令和元年度　　公共施設等利用型　　 2か所

令和2年度　　　公共施設等利用型　　1か所

待機児童数が令和2年1月現在923人であるが、令和3年4月にむけ待
機児童数ゼロを目指す。

令和3年4月1日 人 0人

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
待機児童を対象に保育所等へ入所できるまでの間、緊急一時預かり事業として「あかし保育ルーム」を整備運営する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

待機児童数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、児童福祉法事業 緊急一時預かり（待機児童緊急対策）事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和２年度 予算事業説明シート

事務事業名
緊急一時預かり（待機児童緊急対策）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150300000-002

予算所管課 こども局待機児童緊急対策室
連絡先 (078)918-5267
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○

合計（Ａ） 30,000 合計（Ｂ） 20,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -10,000

主な
理由

予定している事業所数の減少による

内容 金額

負担金補助及
び交付金

企業主導型保育事業地域枠設
定促進補助金 30,000

負担金補助及
び交付金

企業主導型保育事業地域枠設
定促進補助金 20,000令

和
元
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 24,860 任期付 0.00 合計 0.6002当初予算 20,000 4,860 24,860 0 0

0 34,860 再任用 0.00 その他 0.0001当初予算 30,000 4,860 34,860 0 0

0 10,085 正規 0.60 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0030決算 5,225 4,860 10,085 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和元年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【平成29年度】
　4事業所に対して補助金を交付。地域枠及び企業枠を含め118人分の受け入れ枠の拡充を実施

【平成30年度】
　4事業所に対して補助金を交付。地域枠及び企業枠を含め288人分の受け入れ枠の拡充を実施

【令和元年度】
　13事業所に対して補助金を交付見込み。地域枠約125人分の受け入れ枠の拡充を実施見込み。

【令和２年度】
　10事業所に対して補助金を交付予定。地域枠約125人分の受け入れ枠の拡充を実施する。

待機児童数が令和2年1月現在923人であるが、令和3年4月にむけ待
機児童数ゼロを目指す。

令和3年4月1日 人 0人

受け入れ枠の拡充数 令和3年4月までに1,500人規模の受け入れ枠の拡充を行う。 令和3年4月1日 人
1,500人のうち当該

事業で125人

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
企業主導型保育事業の地域枠設定に伴う備品補助を実施し、企業主導型保育事業を推進する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

待機児童数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、児童福祉法事業 企業主導型保育推進（待機児童緊急対策）事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和２年度 予算事業説明シート

事務事業名

企業主導型保育推進（待機児童緊急対策）
事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150300000-003

予算所管課 こども局待機児童緊急対策室
連絡先 (078)918-5267
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○

合計（Ａ） 111,043 合計（Ｂ） 15,708

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -95,335

主な
理由

公立園舎の増築を実施しないことによる減

備品購入費
公立保育所増設備品一式

3,000

内容 金額

需用費
公立保育所増設消耗品費、修繕
料 9,000

使用料及び賃
借料

公立保育所増設園舎リース料
15,708令

和
元
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

使用料及び賃
借料

公立保育所増設園舎リース料
99,043

0 21,378 任期付 0.00 合計 0.7002当初予算 15,708 5,670 21,378 0 0

0 24,713 再任用 0.00 その他 0.0001当初予算 111,043 5,670 116,713 0 92,000

0 28,410 正規 0.70 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0030決算 137,140 5,670 142,810 0 114,400

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和元年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【平成29年度】
　公立保育所１か所（高丘保育所）内の保育室を活用し、３歳の受け入れ枠を拡充を実施

　既存施設の定員増　１か所　４０人

【平成30年度】
　高丘保育所及び中尾保育所に園舎を新設し、0歳～2歳児の受け入れ枠の拡充を実施（30人）

【令和元年度】
　公立保育所２か所の園舎リースを継続

【令和２年度】
　公立保育所２か所の園舎リースを継続

待機児童数が令和2年1月現在923人であるが、令和3年4月にむけ待
機児童数ゼロを目指す。

令和3年4月1日 人 0人

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
公立保育所の増設を実施し、待機児童を解消する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

待機児童数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉施設費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、児童福祉法事業 公立保育所整備（待機児童緊急対策）事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和２年度 予算事業説明シート

事務事業名
公立保育所整備（待機児童緊急対策）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150300000-004

予算所管課 こども局待機児童緊急対策室
連絡先 (078)918-5267
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〇

合計（Ａ） 2,898,845 合計（Ｂ） 3,553,586

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 654,741

主な
理由

令和３年４月に開園する保育所等の整備が増加したことによる

幼稚園内小規模に伴う物品運搬
料 3,000

委託料
明石駅前送迎保育ステーショ
ン、公園内保育所樹木剪定等 53,900

負担金補助及
び交付金

私立保育所、私立認定こども園
等の施設整備補助 3,466,686

内容 金額

負担金補助及
び交付金

私立保育所、私立認定こども園
等の施設整備補助 2,871,845 需用費

幼稚園内小規模修繕料
21,000令

和
元
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
明石駅前送迎保育ステーション

27,000 役務費

備品購入費
幼稚園内小規模備品購入

9,000

16,642 59,117 任期付 0.00 合計 2.1002当初予算 3,553,586 17,010 3,570,596 2,548,537 946,300

16,641 51,719 再任用 0.00 その他 0.0001当初予算 2,898,845 17,010 2,915,855 2,145,195 702,300

12,562 -29,876 正規 2.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0030決算 2,050,380 17,010 2,067,390 1560604 524,100

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和元年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【平成29年度】
　　保育所の新設　２か所　１５５人
　認定こども園の新設　１か所　９０人
　分園の設置　　１か所　１５人
　既存施設の定員増　４か所　１４５人
　小規模保育事業の新設　５か所　９２人　　合計　１３か所　４９７人

【平成３０年度】
　保育所の新設 ４か所　５９０人
　認定こども園の新設　２か所　２８０人
　小規模保育事業所の新設　３か所　５６人　合計　９か所　９２６人

【令和元年度】
　認定こども園の新設　１か所　１０５人
　既存施設の定員増等　２か所　９０人
　小規模保育事業所の新設　９か所　１６５人　合計　１２か所　３６０人

【令和２年度】
　認定こども園、保育所、小規模保育事業所等　１，３７５人

待機児童数が令和2年1月現在923人であるが、令和3年4月にむけ待
機児童数ゼロを目指す。

令和3年4月1日 人 0人

受け入れ枠の拡充数 令和3年4月までに1,500人規模の受け入れ枠の拡充を行う。 令和3年4月1日 人
1,500人のうち当該

事業で1,375人

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
私立保育所、私立認定こども園、私立保育所分園及び小規模保育事業の整備に係る法人負担を軽減することで、受け入れ
枠を拡充し待機児童を解消する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

待機児童数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉施設費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、児童福祉法事業 私立保育所・認定こども園等整備（待機児童緊急対策）事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和２年度 予算事業説明シート

事務事業名

私立保育所・認定こども園等整備（待機児
童緊急対策）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150300000-005

予算所管課 こども局待機児童緊急対策室
連絡先 (078)918-5267
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〇 〇

〇

合計（Ａ） 253,353 合計（Ｂ） 293,795

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 40,442

主な
理由

保育士の処遇改善等補助金の増加による

就職相談会、保育士総合サポー
トセンター等に係る広告等 1,700

委託料
保育士労働改善コンサル等委託

8,350 委託料
保育士総合サポートセンター運
営等委託 6,700

その他
就職相談会用事務用品・印刷製
本費等、旅費 877 その他

就職相談会用事務用品・印刷製
本費等、旅費 897

負担金補助及
び交付金

保育士処遇改善事業補助金等
労働環境改善交付金 240,750

負担金補助及
び交付金

保育士処遇改善事業補助金等
労働環境改善交付金 283,045

内容 金額

報償費
研修講師等報償費

280 報償費
研修講師等報償費

280令
和
元
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
２
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
就職相談会、保育士総合サポー
トセンター等に係る広告等 1,700 役務費

使用料及び賃
借料

就職相談会、研修等に係る会場
使用料 1,396

使用料及び賃
借料

就職相談会、研修等に係る会場
使用料 1,173

0 260,014 任期付 0.00 合計 5.3002当初予算 293,795 24,450 318,245 58,231 0

0 229,702 再任用 0.00 その他 3.2001当初予算 253,353 24,450 277,803 48,101 0

425 107,003 正規 2.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0030決算 117,074 24,300 141,374 33946 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和元年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【平成30年度】
　１　市内の私立認可保育所等に勤務する保育士の処遇改善を行う。
　　　（１）　保育士の処遇改善を実施する私立保育所等に対し、月額給与増額分の1/2、１万円を限度に助成する。（平成29年1月から実施）
　　　（２）　私立保育所等の保育士の定着を促進するため、採用後7年間で最大150万円の定着支援金を支給（補助金を統合し、就労支援一時金を9月末に
廃止）
　　　（３）　私立保育所等が宿舎を借り上げる場合、8万2千円を限度にその費用の一部を助成する。（平成28年11月から実施）
　２　保育士への就労支援を行う。
　　　（１）　私立保育所等見学バスツアーを平成30年7月、8月に計4日実施した。
　　　（２）　私立保育所等保育士就職フェアを平成30年6月・10月・平成31年2月に計3回開催した。
　　　（３）　施設長研修を２回、新卒保育士研修・新卒フォローアップ研修を各１回行い、保育士就業継続支援につなげる。
　　　（４）　潜在保育士に対して、２回の連続講座を行い、保育士資格を持ちながら保育現場で働いていない方の職場復帰につなげた。
　　  （５） 　「保育士総合サポートセンター」（保育士・保育所支援センター）の設置運営を行い、潜在保育士と私立保育所等とのマッチングにつなげた。
　　　（６） 　「キャリアアップ研修」を保育士養成校と連携のうえ実施し、保育の質の向上を図った。
【令和元年度】
上記の保育士処遇改善事業及び保育士への就労支援に加えて、保育士の確保と保育の質の向上に向けた様々な取り組みを実施する。
　１　明石市内の私立保育所等への就職を促すため、養成校において就職ガイダンスを実施する。
　２　保育所等に復職を検討している方が気軽に相談できる機会を提供するため、　「保育士総合サポートセンター」出張相談会を実施する。
  ３  保育の質の向上を図るため、保育所職場環境の向上に資する取組を実施する施設に対し、取組内容の広報及び支援金10万円を支給する。

【令和２年度】
令和元年度までの保育士処遇改善事業及び保育士への就労支援、保育所職場環境向上に向けた取り組みを継続するとともに、各種事業のより一層の周
知を図り保育士確保に努める。

待機児童数が令和2年1月現在923人であるが、令和3年4月にむけ待
機児童数ゼロを目指す。

令和3年4月1日 人 0人

保育士の確保 受け入れ枠の拡充に伴う保育士の確保 令和3年4月1日 人 250人

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
待機児童解消に向けた緊急的な私立保育所等の受け入れ枠の拡充に伴い、必要となる保育士の確保と保育の質向上に向
けた様々な取り組みを実施する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

待機児童数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、児童福祉法事業 保育士確保等緊急対策事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和２年度 予算事業説明シート

事務事業名
保育士確保等緊急対策事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150300000-006

予算所管課 こども局待機児童緊急対策室
連絡先 (078)918-5267
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